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資料１ 岩木川水系岩木川洪水浸水想定区域図（想定最大規模）
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資料２ 岩木川水系浅瀬石川洪水浸水想定区域図（想定最大規模）
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資料３ 岩木川水系平川洪水浸水想定区域図（想定最大規模）
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資料４ 岩木川水系十川浸水想定区域図
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資料５ 浸水想定区域内の要配慮者施設

主として高齢者、障がい者、乳幼児その他の特に防災上の配慮を要する者等の要配慮者が利用する

施設

（ア）岩木川浸水想定区域

施設の名称 所在地 電話 備考

特別養護老人ホーム鶴住荘 野中 73-5511

グループホームいたや荘 文京町 79-2100

グループホーム鶴住 野中 73-3196

グループホームみどり 大町 79-1150

グループホームライラック 掛落林 79-1078

ケアハウスいたや荘 文京町 79-2100

まちだハウス１号 大町 79-2161

まちだハウス２号 大町 72-1261

まちだ館 東雲町 79-2341

有料老人ホームやよい 田中錦町 73-3455

有料老人ホームライラック 掛落林 73-5107

ショートステイ鶴住 野中 73-5511

デイサービスセンターいたや荘 文京町 79-2100

デイサービスセンターひばの里 掛落林 73-2651

デイサービスセンター鶴住 野中 73-5511

みどりデイサービスセンター 大町 73-3660

国民健康保険板柳中央病院 栄町 73-3231

田中外科内科医院 仲町 73-2525

野宮医院 博労町 73-2256

渡部胃腸科内科 東雲町 73-2217

板柳第一保育所鶴住 栄町 72-1530

板柳第二保育所鶴住 赤田 73-2683

板柳第三保育所鶴住 田中錦町 73-5570

畑岡保育所鶴住 横沢 73-3482

小阿弥保育所鶴住 高増 77-2501

沿川保育所鶴住 四ッ谷 77-2111

けあほうむ里の家 掛落林 090-7070-6935
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施設の名称 所在地 電話 備考

就労継続支援センターあいゆう工房 四ッ谷 77-2775

いきいきセンター（老人憩いの家） 栄町 72-0965

（イ）浅瀬石川浸水想定区域

施設の名称 所在地 電話 備考

グループホームいたや荘 文京町 79-2100

グループホームみどり 大町 79-1150

ケアハウスいたや荘 文京町 79-2100

まちだハウス１号 大町 79-2161

まちだハウス２号 大町 72-1261

まちだ館 東雲町 79-2341

有料老人ホームやよい 田中錦町 73-3455

デイサービスセンターいたや荘 文京町 79-2100

みどりデイサービスセンター 大町 73-3660

国民健康保険板柳中央病院 栄町 73-3231

渡部胃腸科内科 東雲町 73-2217

板柳第三保育所鶴住 田中錦町 73-5570

畑岡保育所鶴住 横沢 73-3482

沿川保育所鶴住 四ッ谷 77-2111

就労継続支援センターあいゆう工房 四ッ谷 77-2775

いきいきセンター（老人憩いの家） 栄町 72-0965

（ウ）十川浸水想定区域

施設の名称 所在地 電話 備考

沿川保育所鶴住 四ッ谷 77-2111

就労継続支援センターあいゆう工房 四ッ谷 77-2775
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資料６ 板柳町防災行政用無線局運用管理規程

○板柳町防災行政用無線局運用管理規程

平成四年八月二十八日

訓令甲第四号

(目的)

第一条 この規程は、板柳町地域防災計画に基づく災害対策に係る業務及び行政事務に関し、円滑な

通信の確保を図るため設置する板柳町防災行政用無線局(以下「無線局」という。)の運用及び管理

について、電波法(昭和二十五年法律第百三十一号)及び関係法令に定めるもののほか、必要な事項

を定めるものとする。

(定義)

第二条 この規程における用語の定義は、次の各号に定めるところによる。

一 「無線局」とは、電波法第二条第五号に規定する無線局をいう。

二 「同報親局」とは、特定の二以上の受信設備に対し、同時に同一の通報を送信する無線局をい

う。

三 「同報子局」とは、同報親局の通信の相手方となる受信設備又は当該受信機能に併せ時局の動

作確認等に係る信号の送信機能(アンサーバック機能)を持つ固定局をいう。

四 「基地局」とは、陸上移動局を通信の相手方とする移動しない無線局をいう。

五 「陸上移動局」とは、陸上を移動中又はその特定しない地点に停止中運用する無線局をいう。

六 「無線系」とは、前各号の無線局及びその付帯設備を含めて一体となって運用するシステムを

いう。

七 「無線従事者」とは、無線設備の操作を行う者であって、総務大臣の免許を受けかつ当該無線

設備を操作する資格を有する者をいう。

(平二二訓令一四・一部改正)

(無線局の回線構成)

第三条 無線局の回線構成及び配置等は、別表第一のとおりとする。

(無線系の管理責任課)

第四条 無線系の管理責任課は、地域防災計画により災害対策本部の設置される総務課とする。

(無線系の総括管理者)

第五条 無線系に総括管理者を置く。

2 総括管理者は、無線系の管理及び運用の業務を総括し、管理責任者を指揮監督する。

3 総括管理者は、町長の職にある者をあてる。

(無線系の管理責任者)
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第六条 無線系に管理責任者を置く。

2 管理責任者は、総括管理者の命を受け、無線系の管理運用の業務を行うとともに通信取扱者及び

管理者を指揮監督する。

3 管理責任者は、管理責任課の長の職にある者をあてる。

(通信取扱責任者)

第七条 無線系に通信取扱責任者を置く。

2 通信取扱責任者は、管理責任者の命を受け、無線局を管理及び運用し、無線局に係る業務を所掌

する。

3 通信取扱責任者は、管理責任者が管理責任課の職員の中から無線従事者の資格を有する者を指名

し、これにあてる。

(管理者)

第八条 管理責任課以外に通信操作を行う付帯設備を設置している課に管理者を置く。

2 管理者は、総括責任者の命を受け、当該課に設置されている付帯設備の管理監督の業務を所掌す

る。

3 管理者は、本庁にあっては当該課の長を、出先機関等にあっては当該機関等の長をもってあてる。

(無線従事者の配置)

第九条 総括管理者は、無線系に属する無線局の運用体制に必要な員数の無線従事者を確保し、管理

責任課には確実に配置するものとする。

2 管理責任者は、無線従事者の適正な配置を確保するため常に無線従事者の養成に留意するものと

する。

3 総括管理者は、無線従事者を選任又は解任した際には、その旨を遅滞なく東北総合通信局長に届

けなければならない。

(平二二訓令一四・一部改正)

(無線従事者の任務)

第十条 無線従事者は、無線系に属する無線局の無線設備の操作を行うとともに、無線業務日誌の記

載を行う。

(通信取扱者)

第十一条 通信取扱者は、無線局の運用に携わる一般職員とする。

2 通信取扱者は、無線従事者の管理のもとに電波法関係法令を遵守し、法令に基づいた無線局の運

用を行う。

(書類等の管理)

第十二条 管理責任者は、電波法等関係法令に基づく業務書類を管理保管する。

2 管理責任者は、電波法令集を常に現行のものに維持しておくものとする。

3 管理責任者及び通信取扱者は、無線業務日誌を査閲するものとする。

4 管理責任者は、毎年一月から十二月までの無線業務日誌をとりまとめた抄録を作成し、総括管理
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者に提出するものとする。

5 監理責任者は、無線従事者選解任届及び無線業務日誌抄録の写を整理のうえ保管しておくものと

する。

(平二二訓令一四・一部改正)

(災害発生時等の連絡体制)

第十三条 災害発生時等(警報発令時)における連絡体制は、別表第二のとおりとする。

(運用方法)

第十四条 弘前地区消防事務組合板柳消防署の遠隔制御器の運用については、総務課長補佐がこれに

あたる。

2 同報子局の運用については、子局の所在する町内の行政連絡員がこれにあたる。

3 各遠隔制御器及び子局の運用に関しては、板柳町防災行政用無線設備に支障を与えないものとし、

災害発生時等(警報発令時)には、その通信統制に従って運用するものとする。

4 運用の際には、放送申込書(様式第一号)により管理責任課へ申し込むものとする。

(平一六訓令五・平二二訓令一四・平二五訓令三・平二九訓令八・一部改正)

(放送種別)

第十五条 放送の種別は、次のとおりとする。

一 緊急放送

二 一般放送

三 時報

(放送時間)

第十六条 放送時間は、次のとおりとする。

一 緊急放送は、管理責任者が、必要と認める時とする。

二 一般放送は、管理責任者が、放送申込書により調整して定める。

三 時報は、次のとおりとする。

イ 午前六時

ロ 正午

ハ 午後五時

ニ 午後八時

(無線設備等の保守点検)

第十七条 無線設備の正常な機能維持を確保するため、次のとおり保守点検を行うものとする。

一 月点検(様式第二号)

二 年点検(様式第三号)

2 無線設備は、毎年一回以上専門技術者による定期点検を実施するものとし、外部に委託する場合

は保守契約を締結しておくものとする。

3 保守点検の責任者は、次のとおりとする。



- 10 -

一 月点検は、管理責任者とする。

二 年点検は、総括管理者とする。

4 予備装置及び予備電源を使用しての動作試験を毎年二回以上実施し、機能を確認しておくものと

する。

5 点検の際に、異常を発見したときは、速やかに管理責任者に報告し、保守契約をしている業者等

に連絡を行い、障害の除去に努めるものとする。

(通信訓練)

第十八条 管理責任者は、非常災害発生時に備え通信機能の確認及び通信運用の習熟を図るため、総

合防災訓練に併せた通信訓練を毎年一回以上行うものとする。

2 訓練は、通信統制訓練、住民への警報通報等の伝達訓練及び不感地帯への通報伝達訓練を重点と

して行うものとする。

(研修)

第十九条 管理責任者は、通信取扱者等に対して毎年一回以上の電波法令等関係法令及び運用細則並

びに無線機の取扱要領等の研修を行うものとする。

附 則

この規程は、平成四年九月一日から実施する。

附 則(平成一六年三月四日訓令第五号)

この訓令は、公布の日から施行する。

附 則(平成二二年三月三一日訓令第一四号)

この訓令は、公表の日から施行する。

附 則(平成二五年六月二六日訓令第三号)

この訓令は、平成二十五年七月一日から施行する。

附 則(平成二九年三月三一日訓令第八号)

この訓令は、平成二十九年四月一日から施行する。

別表第1(第3条関係)

(平25訓令3・全改)

回線構成及び設置場所(固定系)
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様式１ 被害者実態調査（個票）
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様式２ 被害者名簿
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様式３ 災害速報・災害確定報告
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様式４ 災害状況調
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様式５ 救助の実施状況
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様式６ 医療施設被害
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様式７ 環境衛生施設被害
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様式８ 水道施設被害
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様式９ 水稲被害（水害）
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様式10 水稲被害（風害、干害、霜害等）
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様式11 りんご被害
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様式12 畑作、野菜、花き、一般果樹、桑樹被害



- 28 -

様式13 果樹類樹体被害（りんごを除く）
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様式14 畜産関係被害（家畜・畜産物等）
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様式15 畜産関係被害（牧草・飼料作物等）
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様式16 農業関係共同利用施設被害（農業協同組合及び農業協同組合連合会所有のもの）
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様式17 農業関係共同利用施設被害（その他所有のもの）



- 33 -

様式18 農業関係非共同利用施設被害
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様式19 農業協同組合及び農業協同組合連合会の在庫品被害
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様式20 農地・農業用施設関係被害
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様式21 商工業、観光業施設被害
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様式22 土木施設被害（国、県、町別）
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様式23 建築物被害
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様式24 文教関係被害
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様式25 福祉施設被害
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様式26 その他の公共施設被害
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	　 様式８　水道施設被害
	　 様式９　水稲被害（水害）
	　 様式10　水稲被害（風害、干害、霜害等）
	　 様式11　りんご被害
	　 様式12　畑作、野菜、花き、一般果樹、桑樹被害
	　 様式13　果樹類樹体被害（りんごを除く）
	　 様式14　畜産関係被害（家畜・畜産物等）
	　 様式15　畜産関係被害（牧草・飼料作物等）
	　 様式16　農業関係共同利用施設被害（農業協同組合及び農業協同組合連合会所有のもの）
	　 様式17　農業関係共同利用施設被害（その他所有のもの）
	　 様式18　農業関係非共同利用施設被害
	　 様式19　農業協同組合及び農業協同組合連合会の在庫品被害
	　 様式20　農地・農業用施設関係被害
	　 様式21　商工業、観光業施設被害
	　 様式22　土木施設被害（国、県、町別）
	　 様式23　建築物被害
	　 様式24　文教関係被害
	　 様式25　福祉施設被害
	　 様式26　その他の公共施設被害

